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（ボランティア活動等における取組）
食生活改善推進員等のボランティアが行う料理教室や体験活動等において、地域の郷土料理や
伝統料理を取り入れることにより、食文化の普及と継承を図る。
（学校給食等での郷土料理等の積極的な導入や行事の活用）
我が国の伝統的な食文化について子供が早い段階から興味・関心を持って学ぶことができるよ
う、学校給食をはじめとした学校教育活動において郷土料理の歴史、ゆかり、食材等を学ぶ取組
を推進する。
さらに、各地の食関連行事や文化関連行事等も活用し、我が国の伝統的な食文化や地域の郷土
料理等とその歴史や文化的背景等を学ぶ機会の提供を促進する。その一環として、毎年度開催し
ている国民文化祭を活用し、地域の郷土料理やその歴史等を全国に発信する。
（専門調理師等の活用における取組）
我が国の食事作法や伝統的な行事等、豊かな食文化を醸成するため、食育においては、食と文
化や社会、環境との関係を踏まえ、食を取り巻く状況の変化に対応できる知識や高度な調理技術
を備えた専門調理師等の活用を図る。

 取り組むべき施策
国は以下の施策に取り組むとともに、地方公共団体等はその推進に努める。
（地域の多様な食文化の継承につながる食育の推進）
「和食；日本人の伝統的な食文化」のユネスコ無形文化遺産の登録の趣旨を踏まえ、国民の関
心と理解が深まるようにするため、地方公共団体、教育関係者、食品関連事業者等からなる各地
域の体制を活用する。また、各地域の郷土料理・伝統食について、料理人や生産者の知見を取り
込みながら、背景にある技術・知恵・歴史的文脈を含めた整理を行い、データベース化を進める
とともに、ＳＮＳ等を活用した情報発信を推進する。あわせて、「100年フード」、「食文化ミュージ
アム」等の取組により地域の多様な食文化の保護・継承、振興への機運の醸成を図る。さらに、
管理栄養士や保育士、教諭、地域で食にまつわる活動を行う者を対象に「和食文化継承リーダー」
研修を実施し、和食文化の継承活動を行う中核的な人材の育成と活用に取り組む。
さらに、和食文化の保護・継承に当たっては、食育に関わる国、地方公共団体、教育関係者、
農林漁業関係者、食品関連事業者、ボランティア等、多様な関係者が密接に連携し、産学官一体
となって効果的に進める。
くわえて、「おいしく、健康で、誰もが楽しめる和食スタイルの実現」を目指す官民協働による
新たな和食普及プロジェクト「楽しもう！にほんの味。～和のこころをつなぐ食の国民運動～」（略
称：楽し味（たのしみ）プロジェクト）を展開し、消費者が「知る、食べる、作る」を楽しみな
がら体験できる流れを、事業者による価値創造と需要開拓の取組とともに推進する。11月24日の
「和食の日」を含む11月は「和食月間」として、和食の普及・啓発に向けた様々な取組も含め、
和食文化の理解増進を図る。特に、調理師養成施設、料理教室、食品事業者等と連携した和食の
魅力を学べる機会の提供等により、地域の多様な食文化の継承につながる取組を推進する。
また、郷土料理や伝統野菜・発酵食品をはじめとする伝統食材等の魅力の再発見や日本型食生
活の実践を促すため、地域における地方公共団体、農林漁業者、食品関連事業者等が連携した食
育活動を推進する。
さらに、我が国の食文化の理解の助けとなるものであるため、お茶の普及活動を行っている団
体等の多様な主体と連携・協力するなど、お茶に関する効果的な食育活動を促進する。

７．食品の安全性、栄養その他の食生活に関する調査、研究、情報の提供及び国際交流の推進
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 現状と今後の方向性
健全な食生活の実践には、科学的知見に基づき合理的な判断を行う能力を身に付けた上で、食
生活や健康に関する正しい知識を持ち、自ら食を選択していくことが必要である。国民の食に関
する知識と食を選択する力の習得のためには、食に関する国内外の幅広く正しい情報をＳＮＳ等
の多様な手段で提供するとともに、教育機会の充実を図ることが必要である。

一方、ＳＮＳの普及等により、食に関する様々な情報があふれ、信頼できる情報を見極めるこ
とが難しいといった状況もあり、健全な食生活の実践に当たっては、国際的な研究を含めた最新
の科学的知見に基づく客観的な情報の提供が不可欠である。また、情報の提供に当たっては、国
民自身がその内容を理解し、自律的に健全な食生活の実践につなげられるよう配慮が必要である。
国は、各種関連団体等と連携を深めながら、食品の安全性、栄養成分等の食品の特徴、食習慣
その他の食生活に関する国内外の調査、研究、情報の提供等がなされるよう、適切な取組を行う
とともに、我が国の食育の理念や取組等を積極的に海外へ発信していくことが必要である。
 取り組むべき施策
国は以下の施策に取り組むとともに、地方公共団体等はその推進に努める。
（生涯を通じた国民の取組の提示）
国は、子供から高齢者まで、生涯を通じた食育を推進するため、一人一人の国民が自ら食育に
関する取組が実践できるように、「食育ガイド」を活用するとともに、国民のニーズや特性を分析、
把握した上で、それぞれの対象者に合わせて具体的な推進方策を検討し、適切な情報を提供する。
（基礎的な調査・研究等の実施及び情報の提供）
食育に関する国民の意識や食生活の実態等について調査研究及び分析を行うとともに、その成
果を広く公表し、関係者の活用に資する。
また、食育に関する関心と理解を深めるために、必要な情報を容易に入手することができるよ
う、総合的な情報提供を行う。
（リスクコミュニケーションの充実）
国、地方公共団体、各種団体が連携しつつ、食品の安全性についてのリスクコミュニケーショ
ンを積極的に実施する。
特に、国民の関心の高いテーマについては、科学的知見に基づいた正確な情報提供によって、
消費者をはじめとする関係者間での意見交換会を開催し、理解の増進に努める。
（食品の安全性や栄養等に関する情報提供）
国民が健全な食生活を実践するために必要な食品の安全性や栄養等に関する様々な情報につい
て、国民が科学的根拠に基づいた適切な情報を十分に理解し活用できるよう考慮しつつ、ＳＮＳ
等の様々な媒体や各種イベント、食育に関する普及啓発資料等を活用し、国民にとってわかりや
すく入手しやすい形で情報提供する。
地域において地方公共団体、関係団体やＮＰＯ等が行う意見交換会等への取組を支援する。
また、「健康日本21（第三次）」による健康づくり運動として、国内外の科学的知見に基づく食生
活の改善に必要な情報の普及啓発を図る。
さらに、摂取すべきエネルギーや栄養素等の量を定めた「食事摂取基準」を定期的に策定・公
表し、その活用を促進するとともに、食品成分の基礎データを収載した「日本食品標準成分表」
の充実を図り、幅広く提供する。
くわえて、国民健康・栄養調査を実施し、食育推進の基礎的なデータとして、その成果を活用
するとともに、肥満や糖尿病等の生活習慣病を効果的に予防することや、食物アレルギー対策、
望ましい食習慣の形成を促すためには、食生活、栄養と健康及び食品が有する機能性に関する医
学的知見・科学的根拠の蓄積と幅広い利用が必要である。このため、関係府省庁や関係研究機関
が連携しつつ、様々な分野にわたるデータの総合的な情報収集や解析、研究開発等を推進すると
ともに、公表による周知やビジネス等での利用促進を通じてその成果の活用を推進する。
農林漁業や食料の生産、流通、消費に関する統計調査を実施し、公表する。
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